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具体的な支援内容

実施状況・評価

(1)　「工賃引上げ計画」策定の支援�

「工賃引上げ計画シート」の作成掲示、策定指導、事業への参加促進　等
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し、事業所の状況を鑑みた助言等を実施。

(2)　「工賃引上げ計画」に基づく各種支援�

経営コンサルタント、技術アドバイザー等による派遣相談　等
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。
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を学ぶなど、各科目毎の集団セミナーを開催。

(3)　共同受注システムの構築や販路拡大などによる受注拡大の支援�

受発注コーディネーターによる営業活動、共同受注システムの構築

官
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平
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受
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、

2,077件、7,819万円。

(4)　企業等への事業所の情報発信機能等の強化�
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、

府民・企業等に広報活動・情報提供を実施。

大阪府工賃向上計画（Ｈ２７～Ｈ２９）の概要
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Ⅱ　大阪府内の福祉事業所における工賃の現状











Ⅰ　はじめに





大阪府内福祉事業所の概要











○工賃引上げ計画を策定している事業所が希望する支援（のべ事業所数）


　・経営ノウハウ支援　　　１６８　　・技術力向上支援　　　２７３　　・販路コーディネート支援　　２４６


　⇒　多くの事業所が希望する支援は、自主製品等のクオリティー向上等のための技術力向上支援、続いて、販路拡大に伴う支援となっている。


　⇒　平成24年度の工賃向上計画より就労継続支援Ｂ型事業所の「工賃引上げ計画」の策定が義務付けられているが、提出率は84％に留まっている。計画を策定している事業所は策定していない事業所より工賃が比較的高い傾向にあることから、全ての事業所において、「工賃引上げ計画」の策定を促す。











＊平成24年度と平成25年度の引上げ計画シート及び更新シートより








○事業所区分（シート提出事業所／事業所数）


　・就労継続支援Ｂ型事業所　　４９５／５８９（84％）


　・就労継続支援Ａ型事業所  　　　３／　６２　


　・生活介護事業所　　　　　　　４２／３８４


　・地域活動支援センター　　　　１７／　９３





合　計　　　　　　　５５７／１，１２８　


○Ｂ型事業所の数　：　５８９事業所 ⇒ 全国２位


○月額平均工賃　　：　１０，３４５円 ⇒ 全国最低





計画策定の趣旨











○ 国が工賃向上計画を推進するための基本的な指針を一部改正（H27.3）


○ 工賃向上に当たっては、計画に基づいた継続的な取組が重要








○ 就労継続支援Ｂ型事業所


○ 就労継続支援Ａ型事業所、生活介護事業所、


地域活動支援センターのうち「工賃向上計画」


を作成し、積極的な取組を行っており、工賃


の向上に意欲的に取り組む事業所





計画の位置づけ











○ 第４次大阪府障がい者計画


最重点施策：「障がい者の就労支援の強化」


生活場面Ⅲ：「働く｣





※平成25年度工賃実績調査結果より








Ⅲ　工賃向上計画支援事業（Ｈ２４～Ｈ２６）の概要と評価


�





計画期間











○ 平成27年度（2015年度）から平成29年度（2017年度）までの3年間





対象事業所








官民一体となった取組に向けたそれぞれの役割








Ⅳ 「大阪府工賃向上計画（Ｈ２７～Ｈ２９）」の概要





今後の具体的方策











 (1) 各事業所の工賃引上げ計画策定支援並びに実行支援


① ｢工賃引上げ計画シート｣の作成


② ｢工賃引上げ計画シート｣の策定支援


③ 「工賃引上げ計画」の実行支援


(2) 共同受注窓口による受発注促進並びに府内調整


① 受発注コーディネーターの配置　　　


② 近畿府県等共同コンペティション参加  


③ 地域連携の共同受注ネットワーク構築並びに事業所主導による運営移行


 (3) 府民・企業等への事業所の情報発信機能の強化


① ホームページによる広報活動の充実　 


② 情報誌からメルマガへの移行    


③ 「こさえたんサポーター登録制度（仮称）」の創設








○ 大阪府の役割


　・具体的な取組みを通して、工賃向上の実現を図る


　 ・計画の進行管理を図る


○ 就労継続支援Ｂ型事業所等の役割


　 ・「工賃引上げ計画」の策定及び実行


○ 企業等の役割


　 ・就労継続支援Ｂ型事業所等の現状等の理解及び協力


○ 市町村の役割


　・就労継続支援Ｂ型事業所等に対する支援内容の検討及び実行





計画の基本的考え方














 ○ 引続き、全ての就労継続支援Ｂ型事業所において「工賃引上げ計画」策定


○ 各事業所が目標として達成すべき月額及び時間額平均工賃を定める


○ 官民一体となり工賃向上に向けた取組みを推進する


 





目標工賃











○ 第4期大阪府障がい福祉計画（Ｈ２７．３策定）において設定した目標値から算出した額とする。





�
平成27年度�
平成28年度�
平成29年度�
�
平均工賃（円/月）�
11,534�
12,723�
13,900�
�









